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2026年
5つのトレンド
AIと量子が加速する時代──
不確実性を味方に、
一瞬のチャンスをつかめ



IBMが提供するサービス
1世紀以上にわたり、IBMは企業が市場で成功するために必要な専門性を
提供してきました。IBMが提供する、業界に特化した、機能的、専門的な
知見、そしてエンタープライズ・グレードのテクノロジー・ソリューショ
ン、さらには最新科学に基づく研究イノベーションを活用することで、お
客様はAIの潜在能力を最大限に引き出し、変化する世界をうまく乗り切っ
ていくことができます。

IBMはまた、量子コンピューティングのグローバル・リーダーとして、
お客様が量子技術に本腰を入れる際の支援態勢を整えています。

IBMコンサルティングが提供するAIサービスの詳細については、
https://www.ibm.com/jp-ja/consulting/artificial-intelligenceを
ご覧ください。

IBM Softwareが提供するAIソリューションの詳細については、
https://www.ibm.com/jp-ja/watsonをご覧ください。

IBM Researchが提供するAIイノベーションの詳細については、
https://www.ibm.com/solutions/artificial-intelligenceをご覧ください。

IBMが提供する量子コンピューティングの詳細については、
https://www.ibm.com/quantumをご覧ください。
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不確実性を受け入れるなら、それは最大の資産となる
経営層の74%は、経済・地政学的な不安定さが2026年、
自社にとっての新たなビジネスチャンスを生み出すと考えている。

グローバルなAIレジリエンスのためには
ローカルなセーフティーネットが必要となる
経営層の93%は、自社の2026年のビジネス戦略では企業の「AI主権」* を
考慮に入れる必要があると答えている。

主なポイント

2026 5年 つのトレンド

従業員はAI活用の縮小ではなく拡大を求める
2026年には、雇用主によるAI活用の拡大を抵抗せずに歓迎する従業員は
全世代で2倍以上増えるとみられる。

顧客は企業に責任あるAI運用を求める
AIがデータをどう利用しているかを企業が分かりやすく説明できれば、
顧客はもっと安心してAIに頼れるようになる。

量子優位性（Quantum advantage）を達成するには
広範な連携の力が求められる
量子コンピューターへの対応が進んでいる組織は、対応が遅れている組織と比べ、
複数のエコシステムに属している割合が3倍高い。

* 企業のAI主権とは、企業が外部クラウドや特定地域への過度な依存を避け、重要なAIモデル・データ・インフラを自社で
統制する能力を指す。規制強化や供給制約が事業に直結する今、モジュール化、複数ベンダー戦略、説明可能性の確保で
レジリエンスと競争力を高めることが不可欠となっている
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不明確さを好む意識

進歩は、もろ刃の剣である。昨日の問題を解決すると
同時に、組織の理解を超えた新たな問題も生み出す
からだ。

あらゆるブレイクスルーには未知の影響が伴う。変革のスピードが速け
れば速いほど、未知の要素も増える。今や組織はAIの速度で動いてお
り、やがて量子の速度で動く時代もやってくるだろう。そのような時代
では、安定した基盤を探し求めるという行為は無駄な努力となる。

その代わりに、先見の明があるリーダーたちは、「亀裂」を探してい
る。既存市場に入った「亀裂」こそが、新しい機会への入り口になるた
めだ。そうしたチャンスをつかむ秘訣は、隙のない計画を作ることでは
なく、「不明確さを好む意識」を育むことにこそある。

言い換えれば、地図がまだ描かれている途中でも、
前進し続けようという態度を持つことだ。

経営層はどうすれば、ビジネス環境の変化に対して硬直性でなく柔軟性
を発揮する戦略を構築できるだろうか。どうすれば進歩と収益性、そし
て成長を持続させられるだろうか。

この疑問を解明するため、IBM Institute for Business Value（IBM IBV）はPhronesis社
の協力の下、1,000名以上の経営層を対象に調査を実施した。調査では、2026年中の意
思決定に経済的・地政学的要因がどのような影響を与えるか、AIにどのようにアプロー
チするつもりか、どんな戦略が成功を後押しすると思われるか等の質問が行われた。加
えて、IBVはSuzy社の協力の下、世界各国の8,500人の消費者と従業員を対象に別の調査
も実施した。その調査では、経済の見通しや、私生活と職場でAIとどう関わっている
か、AIの普及に伴って起きている変化についてどう思うか等を尋ねた（23ページの「調
査方法」を参照）。

今や組織はAIの速度で動いており、やがて
量子の速度で動く時代もやってくるだろう。
そのような時代では、安定した基盤を
探し求めるという行為は無駄な努力となる。
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これら2つの調査から見えてくる像は必ずしも
一致していない。しかし、AIが盛り上がってい
るこの時代への熱意は共通している。いずれの
調査対象集団も、不確実性の中にチャンスを見
いだしている。

経営層の間にはレジリエンスの感覚が見られ
る。世界経済の見通しに楽観的な経営層は全体
の3分の1にとどまるが、自社の将来の業績に
ついては84%が前向きな見通しを持っている
（図1参照）。不確実性を前にして、経営層の
95%は、迅速な意思決定がますます必要にな
るとしているが、それでも96%は2025年に下
した重大な意思決定は結果的に正しかったと答
えている。

図1
不確実性にもかかわらず、経営層は2026年について前向きな見通しを持っている

2026年の経営層の見通しは、何について悲観的で、何について楽観的か

自社が市場機会を速やかに
発見して利用する能力自社の業績の見通し業界の見通し

地域経済の見通し 国内経済の見通し

悲観的

96%の経営層は2025年に
下した重大な意思決定は
結果的に正しかったと
答えている。

2026 5年 つのトレンド

世界経済の見通し

どちらとも
言えない楽観的
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従業員も楽観的な考えを持っている。個別のスキルや能力を考
慮した場合、従業員の81%が自分は職場のテクノロジーの将来
の進歩にもついていけるだろうという自信を持っている。従業
員の61%は新しいテクノロジーのために2026年には自分の仕
事内容が大きく変化するだろうと予想しており、なおかつ従業
員の半数近くはそのテクノロジーのために2030年までに自分の
今の仕事が不要になるかもしれないと懸念しているにもかかわ
らずである（図2参照）。

図2
従業員はAIの導入を進める準備ができている

職場でのテクノロジーに関する記述について
同意した従業員の割合

81%

61%

47%
私は、職場における将来の
テクノロジーの進歩にも
ついていける自信がある

新しいテクノロジーのために、
2026年には私の仕事内容は
大きく変化するだろう

テクノロジーのために、
2030年までに私の今の仕事
が不要になるかもしれない
という懸念がある

経営層と従業員は、AIが
盛り上がっているこの時代への
熱意を共有している。

2026 5年 つのトレンド
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この可能性に満ちた時代に、どのようなチャンスが待ち受け
ているだろうか。このたびの調査に基づいて、IBVはすべて
の経営層が注目すべき2026年の5つのトレンドを特定した。
その5つとは、次の通りである。

不確実性を受け入れるなら、
それは最大の資産となる

グローバルなAIレジリエンス
のためにはローカルなセーフ
ティーネットが必要となる

従業員はAI活用の縮小では
なく拡大を求める

顧客は企業に責任あるAI運用
を求める

量子優位性（Quantum 
advantage）を達成するには
広範な連携の力が求められる

トレンド

3

2026 5年 つのトレンド
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トレンド1

不確実性を受け入れる
なら、それは最大の
資産となる

不安定さの大きい環境では、迅速な対応が不可欠だ。
実際、経営層の90%は、リアルタイムでの行動が
できなければ自社の競争力が失われると認めている。

2026 5年 つのトレンド

まえがき トレンド1 トレンド2 トレンド3 トレンド4 トレンド5



図3
エージェント型AIは混乱の中で機会を捉える支援をする

地政学的・マクロ経済的トレンドに関する記述について同意した経営層の割合

同意しない

経済的・地政学的な不安定さの
ために、2026年には当社に
新たなビジネスチャンスが
もたらされるだろう

変化に対応するだけではもはや不十分だ。企業が競争
力を得るには、変化を見越し、そこから利益を引き出
す必要がある。さもなければ競争自体から脱落してし
まう恐れもある。そのようなリスクは机上のことでは
なく、現実のものだ。経営層の81%が、2025年には
地政学的・経済的問題が自社のテクノロジー投資を脅
かしたと答えている。また半数近くが、この問題は
2026年にさらに悪化するだろうと考えている。

一方で、明るい面もある。経営層の74%は、経済
的・地政学的な不安定さが2026年に新たなビジネス
チャンスを生み出すだろうとみている（図3参照）。
重要なのは、市場にそのようなチャンスが現れた瞬間
に見つけて、消えてしまう前に最大限活かすことだ。

しかし、巨大な企業からすれば、市場と同じスピード
で動くのは容易なことではない。新興のリスクや機会
に対応するには、柔軟なITインフラとデータ・アーキ
テクチャーを獲得し、それによって情報が適切な担当
者やAIエージェントに適切なタイミングで流れていく
ようにする必要がある。

すでに経営層の5人中4人以上が、意思決定の改善と
迅速化や必要なリソースの再配分を通じて混乱の中で
機会を捉えるために、エージェント型AI* が役立って
いると回答している。また、経営層の69%は、世界
経済の不確実性のために、エージェント型AIのシミュ
レーションとモデリングの能力を開発する必要がある
と述べている1。

2026 5年 つのトレンド

同意する

当社が市場におけるチャンスの
芽を発見して利用するために
かけている時間は、2024年と
比べて減っている

エージェント型AIは、混乱の
中で機会を捉えるのに必要な
リソースの再配分に役立って
いる

エージェント型AIは、当社の
意思決定の改善と迅速化を支援
し、混乱の中で機会を捉える
ために役立っている
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しかし、このような変化を「あったら良いもの」ではなく「必須の
もの」と捉えるリーダーは、競合他社よりも一歩先を行っている。
エージェント型AIが意思決定の改善と迅速化を促していると答えて
いる経営層は、不安定さの中にチャンスを見いだしている割合が2
倍以上も高い。

そうした経営層はエージェント型AIを実際にどう活かしているのだ
ろうか。例えば、サプライチェーンの混乱に直面したメーカーは、
AIエージェントを利用すれば、他社が緊急会議をしようとしている
間に、代替的な資材調達先を特定し、物流経路を設定し直し、価格
モデルを調整することができる。また小売業者は、AIエージェント
を利用して、ソーシャルメディア上で特定のブランドに関する消費
者センチメントの変化を検知し、それをマーケティングの調整や商
品の方向転換に活かすことができる。

このような未来はすでに始まっている。経営層の4人に1人は、自律
的に動くAIエージェントを2025年時点で自社に導入済みだと述べ
ている。また10人中7人は、2026年末までに導入を行う見込み
だ2。そして最高データ責任者（CDO）は、そのようなエージェン
トの能力に確信を持っている。これらリーダーは通常、AIで成果を
出す責任を抱えているが、その83%は社内にAIエージェントを展開
することで得られる潜在的な利益はリスクを上回ると回答し、77%
はエージェントが生み出す結果に自社が頼っても問題ないと回答し
ている3。

もちろん、AIエージェントを導入しただけでは成功は保証されな
い。実際、経営層によれば、2025年の自社のエージェント型AI関
連の取り組みのうち、客観的な指標で成功したと言えるのは約40%
のみだった4。しかし、組織が状況の変化に合わせて適切な行動を取
るには、エンタープライズAI* を高度化させる必要がある。AIエー
ジェントがさまざまな市場シグナルを同時に監視し、複雑な相互依
存関係を分析し、シナリオをリアルタイムでモデル化できるように
なれば、不確実性は負債から資産へと生まれ変わる。

実行すべきこと

組織の回路を組み直し、
迅速な対応を実現する
組織構造（チーム編成、データ・アーキテクチャー、製品ポー
トフォリオなど）を刷新する。アジリティーを重視した再設計
を行って、データ・プロダクトをAIエージェントに統合する
ことにより、あらゆるレベルの意思決定を改善して最適化す
る。AIエージェントのパフォーマンスを信頼できるように
なったら、機会に関わる特定のしきい値が満たされた際に価格
の調整、メッセージングの方向転換、異なる製品バリエーショ
ンの投入などを実行する権限をAIエージェントに与える。

*さまざまなビジネス機能を強化する
ために、AIを活用した高度なテクノロ
ジーや手法を大規模な組織内で統合した
ものを指す
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トレンド2

従業員はAI活用の
縮小ではなく
拡大を求める

AIトランスフォーメーションの中心部には認識の
ギャップがある。

2026 5年 つのトレンド
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経営層は「トランスフォーメーション疲れ」を懸念しており、56%
が、絶え間なく変化する業務プロセスと職責のために従業員が疲弊
していると答えた。しかし従業員の方は変革のペースをそれほど気
にしていないらしく、77%は、テクノロジーが日常業務を変化させ
るスピードは、これからも今の水準を保っていくことが可能である
と述べている。

AIに関する従業員のセンチメントは、否定的なものよりも肯定的な
ものの方が多い。2026年に雇用主がAI活用を拡大するなら、それに
抵抗しようと考える従業員よりも、それを受け入れる従業員の方
が、デジタル・ネイティブから経験豊かなベテランまでの全世代で2
～3倍多い。これは単なる寛容ではなく、積極的な支持と言える水準
である（図4参照）。

図4
どの世代の従業員もAIに期待を寄せている

2026年に雇用主がAI活用を拡大する場合の従業員の反応
（年齢層別の割合）

18～28歳

29～44歳

45～60歳

61歳以上

受け入れる 抵抗する

2026 5年 つのトレンド

注：各年齢グループの合計が100%に
ならないのは、「抵抗も受け入れもし
ない」という選択肢もあったため
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従業員は、問題解決や生産性・創造性の向上などの形で、AIがすでに仕事の多
くの側面を改善したと述べている。AIが自社の企業文化を変えつつあると答え
た従業員は全体の3分の2だが、そのうち88%は良い方向への変化が起きてい
ると述べている。

多くの従業員にとって、AIは敵ではなく、むしろ救いの手だ。61%が、AIのお
かげで仕事が単調ではなく戦略的なものになったと回答している。AIは従業員
を単調な作業から解放し、高価値な業務に取り組む時間を増やしてくれる。全
員が同じ意見ではないものの、従業員の63%はAIエージェントと協働する意思
があり、半数近く（48%）はAIから管理されることにも抵抗がないと答えてい
る。新しいテクノロジーの使い方を学ぶのは極めて重要で、より良い研修を受
けるためなら、56%が転職もいとわない、また42%が給与減も受け入れると
述べている。

これは経営層と従業員の共通認識でもあり、経営層は、AIを用いた自動化の導
入のため、2026年末までに従業員の56%でリスキリングが必要になると予測
している6。しかし最も必要とされるスキルは必ずしも技術的なものとは限ら
ない。2025年時点で経営層が従業員に最も求めるスキルは、問題解決力とイ
ノベーション・スキルだが、これらは、生成AIのために今後3年間で重要性を
増すとみられるスキルと同じである7。

AIが従業員の作業効率化ツールから変革と成長を実現するツールへと変わりゆ
く中で、最も価値のある従業員になるのは、判断力を発揮し、関係を構築し、
不明確さを乗り越え、イノベーションを進展させるといったAIにできないこと
を行う人材だ。実際、経営層の82%は、競争優位性を高めるにはAIが使われて
いない分野に最良の人材を配置する必要があると述べている。

実行すべきこと

まだ存在しない役割のため
のロードマップを作成する
AIと人間の役割分担を明確化する。日常業務のうちAIによる強化と
自動化が可能な業務と不可能な業務を全従業員に特定してもらう。
AIでうまく強化できない業務こそが競争の戦場となるため、そこに
人的資源を集中させる。新たな役割が生まれるたびにその役割を定
義するが、柔軟性も維持する。硬直的な職務記述書を作るのではな
く、大まかな役割の枠組みを構築する。取締役会から現場に至るま
で、組織全体のAIリテラシーを継続的に高めていく。

2026 5年 つのトレンド

48%の従業員はAIから管理
されることに抵抗がないと
答えている。
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トレンド3

顧客は企業に
責任あるAI運用
を求める

顧客からの信頼は、究極の資産である。経営層の95%は、
自社のAIに対する顧客の信頼が新しい製品やサービスの
成功を決定づけると述べている。成功に影響を及ぼすという
程度ではなく、決定づけると考えられているのだ。

2026 5年 つのトレンド
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一方、顧客の89%は、自分がAIとやりとりしている時にはそのこ
とを知らせてほしいと答えている。明日のAI主導の市場において
は、そうした透明性が最低限の条件となる。

しかし顧客は完璧を求めているわけではない。実際、消費財業界
やサービス業におけるAIの不完全さには驚くほど寛容だ。顧客の
過半数（56%）が、最先端のAIサービスを好意的に見守っている
ため、欠点があっても構わないと回答している。AIがまだ学習と
進化の途上にあると理解しているのだ。チャットボットがうまく
機能しなくても顧客は次に進むし、的外れな提案をされても聞き
直してくれるだろう。

だが、AIや顧客データの使い方について何らかの秘密があって顧
客を驚かせてしまうと、その寛容さは消失する。顧客の5人中4人
は、顧客体験にAIが関わっていることを意図的に隠されると、ブ
ランドへの信頼が低下すると答えている。その場合、3分の2はブ
ランドを切り替える、また半数は追加費用を支払ってでもブラン
ドを切り替えると回答した。顧客は、AIに完璧さは求めないが、
情報を共有してほしいという明確なメッセージを送っているので
ある（図5参照）。

図5
顧客はAIに何を求めるか

ランキングは、顧客がAIを活用した製品やサービスを
抵抗なく使用できると感じる場合の上位要因を示す

AIがユーザーのデータを
どう利用しているかに関する
説明が分かりやすい

AIアプリケーションによって
ユーザー体験をどう高められるか
に関する説明がある

ユーザーのデータ
を削除できる

AI利用のオプトアウト
ではなく、オプトインを
選べる

顧客は、AIに完璧さは求めないが、
情報を共有してほしいと考えている。
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意外なことに、AIイニシアチブの安全性とセキュリティーについ
て顧客が懸念を持っているという組織ほど、実はAIでより大きな
顧客価値を提供している可能性が高いという結果が示された。そ
れは、そのような組織がネガティブなフィードバックを遮断せ
ず、耳を傾けているからだ。最も成功している企業の経営層は、
顧客データの使い方について透明性を保つことを重視している。
また、AI利用に特に熱心な顧客をあらかじめ特定して、初期のト
ライアルに参加してもらうという取り組みも行っている。

エンゲージメントはロイヤルティー向上に良いというだけでな
く、AI変革の原動力にもなる。既存顧客はより多くのデータを共
有し、企業のAIを活用したイノベーションの積極的な支持者と
なって、競合他社にはまねのできない好循環をつくり出す。

実行すべきこと

顧客を実験台にするのでは
なく、実験室のパートナー
にする
AIを使う製品の設計初期から透明性を組み込むよう顧客データの使
用を顧客に通達するだけでなく、どのように使用しているかを知ら
せる。AIに基づく提案は追跡可能にすることで、どのように判断が
行われているかが顧客に分かるようにする。また、データを共有す
る見返りとして得られる価値を顧客に理解してもらうと同時に、規
制で定められた最低要件を上回る水準のユーザーフレンドリーな削
除機能とポータビリティー・オプションを提供して、細かなコント
ロールを可能にする。大規模な展開を行う前に熱心なファンを招
き、新しいAI機能のテストと体験の改善を手伝ってもらう。

顧客の3分の2は、顧客体験に
AIが関わっていることを意図的に
隠されると、ブランドを
切り替えると回答した。

2026 5年 つのトレンド
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トレンド4

グローバルな
AIレジリエンス
のためにはローカルな
セーフティーネットが
必要となる

高まる不確実性を前にして、自社のAIシステム、データ、
インフラを企業自体が常に管理・制御する能力、すなわち
「AI主権」が極めて重要になる。

2026 5年 つのトレンド
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事業継続性の観点から、経営層の93%は、2026年の
自社のビジネス戦略では「AI主権」* を考慮に入れる
必要があると回答している（図6参照）。

ではどのように進めばよいのだろうか。例えば、デー
タセンターからクラウド・アーキテクチャー、ローカ
ル言語で訓練されたAIモデルに至るまで一から構築す
るのもよい。あるいは、AIエコシステムの脆弱性を特
定して高リスク機能を国内に移行することも一案だ。

AI主権なしでは、組織は危機に見舞われたときに素早
く適応することができない可能性がある。どこか特定
の地域内にあるコンピューティング・リソースへの依
存度が高すぎることを懸念しているかとの質問に対し
ては、経営層の50%が懸念していると答えた。さらに
分析を進めたところ、この懸念を抱えているリーダー
は、不確実性を機会と捉える傾向が26%低いことが分
かった。

AIレジリエンスへのリスクは、多くの人が認識してい
る以上に根深い。例えば、新しいデータ規制によって
顧客データの国内保管が義務付けられたとしよう。そ
のようなとき、企業のAIモデルが他国のインフラ上で
訓練され、展開されていたらどうなるだろうか。他国
ではなく現地にデータ、AIモデル、人材がなければ、
特定の業務を急きょ停止しなければならない可能性も
ある。さらに、経営層は、データ侵害や変化し続ける
規制への対応の難しさ、データへのアクセスが失われ
るリスク、および知的財産の不正取得についても懸念
を抱いている。

図6
AIレジリエンスにはロケーションが重要である

自社のデータとAIレジリエンスに関する記述について
同意した経営層の割合

同意する 同意しない

2026年には、当社のデータが
物理的にどこに所在するか
が、過去2年間よりも重要に
なるだろう

当社では、テクノロジー・
サプライチェーンのボトル
ネックのために、2025年に
過去数年と比べて事業の
混乱が深刻化した

AIへの依存度が高まるほど、
データの物理的な所在は
重要性を増す

2026年の当社のビジネス
戦略ではAI主権を考慮に入れ
る必要がある

当社では、地政学的な出来事
がコンピューティング・
リソースの利用に影響を
及ぼす可能性を懸念している

当社では、特定の地域内や
国内にあるコンピューティン
グ・リソースへの依存度が
高すぎることを懸念している

2026 5年 つのトレンド

* 企業の「AI主権」については、3ページの注記を参照
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AIレジリエンスは、最新・最高のテクノロジーに継続的にアクセスできるかど
うかにも左右される。例えば、依然として続く貿易規制で、最先端の半導体の
購入・販売に制限がかけられているために、多くの企業がAIの活用の存続に危
うさを感じている。実際、半導体購入企業の経営層の75%は、限られた半導体
ベンダーへの高すぎる依存度が重大な戦略的課題だと認めている5。勝者がパイ
の大部分を独占する市場では、後続が乗り越えられないほどの競争優位性を先
行企業が獲得する可能性もあるため、各社はAIサプライチェーンにおける一時
的な支障すら許容できないほどだ。

透明性と信頼性も、依然としてAIレジリエンスにとって欠かせない要素であ
る。AIエージェントがどのようにして特定の判断を行うに至ったかについての
説明を、規制当局と消費者の双方から求められる中で、企業は最も複雑な出力
に関しても処理の過程を示せるエージェントを設計しなければならない。さら
に、現実世界のパターンの変化によってAIによる成果の信頼性が低下するデー
タ・ドリフトやモデル・ドリフトも適切に管理する必要がある。

AIレジリエンスを実現するには、組織としての優位性をどう確保するかについ
て、従来とは異なる考え方を持つ必要がある。すなわち、どんなテクノロジー
を所有しているかを重視するのではなく、自社の裁量で下せる戦略的意思決定
について評価を実施するのである。つまり、モデルをどこで実行するか、デー
タのガバナンス手法をどうするか、さらにグローバルなシステムが機能不全に
陥った場合の事業継続性を誰が管理するかを考えるのである。垂直統合から戦
略的なオーケストレーションへと思考を転換する。これこそが、真のレジリエ
ンス実現への道だ。

実行すべきこと

2026 5年 つのトレンド

AIの安全対策を強化する
ワークロード、データ、およびエージェントを、信頼できるロ
ケーションやプロバイダーの間でシームレスに移動させられる
AI環境を設計する。主要なコンプライアンス・タスクを自動化
し、高い信頼性と透明性をもってAIイノベーションを加速させ
る。最初からすべてのモデルに説明可能性を組み込み、AIエー
ジェントに意思決定経路を記録させ、ステークホルダーから見
て「何が起きたか」だけでなく「なぜ起きたか」も理解できる
ようにする。継続的モニタリング・システムを実装して、パ
フォーマンスが損なわれたりバイアスが入りこんだりする前に
モデル・ドリフトの検知と対処を行う。

AI主権とは、自社のAIシステム、データ、
インフラを企業自体が常に管理・制御する
能力である。
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トレンド5

量子優位性（Quantum 
advantage）を達成
するには広範な連携の
力が求められる

量子コンピューティングは、もはや希望的観測という
段階をはるかに超えている。最近の研究によれば、
量子優位性は2026年末までに達成される可能性が高い。

2026 5年 つのトレンド
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「量子優位性」とは、量子コンピューターが古典的コンピュー
ターやリソースと比較して、明確に優れた精度、効率、コスト
要件で課題への解を提供できるようになることを指す。しか
し、これには難点もある。課題の規模が大きくなればなるほ
ど、現実的に言って、量子コンピューターは、1社の企業が独力
で維持できる程度を超えたリソースを必要とする。より強力な
計算能力、より豊富なデータ、より深い専門性の蓄積が求めら
れるのだ。つまり1つのエコシステムが、あるいはもしかすると
複数のエコシステムが必要となるのである。

高まるエネルギー・ニーズに応えるべく、次世代バッテリー・
ストレージを設計するという課題を考えてみよう。量子コン
ピューターは、分子間相互作用をかつてない規模でシミュレー
ションすることができるが、現実的なイノベーションを設計す
るためには、研究機関の膨大な化学データベースや製造企業の
実際のパフォーマンス・データ、さらには自動車・電子機器の
パートナーのアプリケーション・インサイトなどを必要とす
る。量子プロセッサーがエネルギー・エコシステム全体のデー
タべースを利用できるようになれば、発見を加速させるという
だけでなく、まったく新しい素材開発にもつながる。

さらに、刻々と変化する金融市場動向を先取りするという課題
にも対処可能だ。量子コンピューターのパワーで、取引所から
のライブ・データ、中央銀行からの経済指標、ニュース・プロ
バイダーからのセンチメント分析を統合すれば、銀行は取引プ
ロセスを加速することができる。エコシステム・データの活用
により、隠れた価格設定情報を見極め、より良い投資判断を支
援し、活動を最適化することがマイクロ秒単位で可能になる。

量子技術対応の取り組みが進んでいる企業は、将来を予見する
目を持っている。量子コンピューティングに対応可能な組織
（QRO：Quantum-ready organizations）、すなわち当社の
「2025 Quantum Readiness Index」において上位10%にラ
ンクされた組織は、他の組織と比べ、複数のエコシステムに属
している割合が3倍高い8。

組織の量子優位性に向けた進展状況にかかわらず、エコシステ
ムとの連携は一大飛躍の引き金となる。経営層の79%はエコシ
ステム・パートナーの存在がテクノロジーの導入を加速させる
と回答しており、77%はそのようなパートナーからのデータが
ビジネス成果を向上させると述べている（図7参照）。

それぞれのビジネス・ニーズに合った適切なデータと計算能力
を利用できるようになれば、組織はオペレーションの精度のレ
ベルを引き上げられる。これこそが、段階的な改善と、市場を
形作るブレイクスルーとの間の差である。今日のうちに最良の
エコシステム・アライアンスを築く企業は、単に今日の勝利を
収められるだけではない。そのような企業は、量子時代をリー
ドするのに有利な態勢を築くことができるのだ。

2026 5年 つのトレンド
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実行すべきこと

次の大きな
ブレイクスルーに備える
量子コンピューティングなどの新興技術で勝利を収めるための大
きな賭けの機会を特定する。また、イノベーションに関するパー
トナーを得ることで、コストを分担し、リスクを軽減し、学習を
加速させる。パートナーとしては、オープンで信頼性が高く協調
的なイノベーターであり、なおかつ自社にない補完的なデータや
能力を持っている相手を優先する。AIエージェントをエコシステ
ム・データで訓練することで、コスト効率を高めるとともに、
ニーズの変化に合わせた更新もしやすくする。

図7
エコシステムはアジリティーを高め、イノベーションを拡大する

自社のエコシステム・パートナーシップに関する記述について
同意した経営層の割合

同意する 同意しない

エコシステム・パートナーの
おかげで、混乱の影響を
抑えられている

2026 5年 つのトレンド

エコシステム・パートナーの
おかげで、新しいテクノロジー
をより迅速に導入できている

当社はエコシステムから、
個社としての貢献以上の価値を
得ている

エコシステム内のデータの品質
のおかげで、ビジネス成果が
向上している

AIツール内やAIアプリケーショ
ン内でエコシステムのデータを
活用することで、当社のAIケイ
パビリティーが向上している
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調査方法
IBM Institute for Business Valueは、2026年のビジネス環境
を形成する主要トレンドを探るために、2つの視点から調査を
行った。「企業経営層」と「世界の消費者および従業員」のそ
れぞれを対象として2種類の調査を大規模に実施し、定量的
データを収集した。

企業経営層調査と標本構成
Phronesis社の協力の下、主要20業種の大企業で最高責任者
（CxO）を務める1,028人を対象に調査を実施した。包括的な
視点が得られるよう業種横断的に標本設定を行った。この中で
大きな割合を占めた業種は、銀行（11%）、政府（11%）、
消費関連セクター（小売6%、消費財5%）である。これに、保
険 （ 6% ） 、 通 信 （ 6% ） 、 エ ネ ル ギ ー お よ び 公 益 事 業
（6%）、自動車（7%）、石油（5%）が続く。

回答者は戦略的かつ組織レベルの見方を提供してくれる企業経
営層で構成された。調査標本は主要な役職を偏りなく網羅して
いる。具体的には次の通りである。最高経営責任者（12%）、
最高財務責任者（13%）、最高情報責任者（12%）、最高人
事責任者（12%）、最高サプライチェーン責任者（11%）。
このほか、最高技術責任者（10%）、最高マーケティング責任
者（10%）、最高執行責任者（10%）、最高データ責任者
（10%）といった企業幹部が含まれる。調査対象企業はかなり
の規模に及び、年間収益の中央値は約92億米ドルに達する。主
要企業が何に優先的に取り組み、どのような課題を抱えている
のかについて、調査結果から見いだす上で十分な標本である。

消費者調査と標本構成
企業経営層の視点に偏らないように、Suzy社の協力の下、消費
者8,500人を対象とする調査も併せて行った。対象は企業の常
勤従業員に限定し、調査結果に現在および将来の従業員の視点
が直接反映されるよう考慮した。対象者は幅広い年齢層の個人
で、18～28歳、29～44歳、45～60歳、および61歳以上のグ
ループで均等に分かれていた。重要な点として、対象者はAIに
関する知識が豊富だった。AI機能に関する「基本的な理解」か
ら「高度な理解」に至るまで、何らかの知識があると回答した
のは71%に達し、9%はAIの専門家だった。このことから、対
象者はビジネスや社会におけるAIの役割について理解した上で
調査に回答したことが分かる。

分析手法
分析は2つの重要な段階を経ている。まず、記述統計（頻度分
析、属性データの細分化を含む）を使って、両調査の対象者
データについて主要な傾向を見いだすとともに、データ理解の
ベースラインを設定した。

次に、企業経営層のデータについて回帰分析を繰り返し、さま
ざまな戦略的見通しに影響する要因を明らかにした。特に注目
したのは、「経済的・地政学的な不安定さが2026年に新たな
ビジネスチャンスを生み出す」との確信につながる主要予測因
子を特定するモデルである9。この分析によって、偶発的な回
答をもたらす最も大きな要因を切り離し、相関関係の存在を確
認するにとどまらず、経営層の見方に対する影響を定量化し
た。

2026 5年 つのトレンド
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